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30分で読める！

公益社団法人 全日本不動産協会
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今月のテーマ(1)：小売業の売上高・店舗    
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【小売業における業態別にみた売上高・店舗数の動向】

わが国のGDP（国内総生産）は個人消費が5割以上を占めています。GDPは、個人消費に加えて設備投資、公共投資、

住宅投資、輸出入などで構成されていますが、個人消費の動向が日本経済全体を左右するといっても過言ではありません。

今回は個人消費関連の経済統計を基に、小売業及び外食業界におけるカテゴリー別売上高及び店舗数の動向を見てみたい

と思います。ちなみに、小売業及び外食業界の店舗動向は不動産市場にとって関心の高い情報となっています。何故なら

ば、小売業及び外食業界は、頻繁に出店・閉店を繰り返しているため、不動産事業者は仲介業務、賃貸借契約は勿論のこ

と、リフォームやリノベーションに関わることで不動産関連ビジネスを拡げられるからです。

まず、小売業の売上高をみると、アフターコロナの時期である2022年度に大きく売上高を伸ばした百貨店及び店舗増

加が寄与しているドラッグストアを除くと、前年比5％以下の伸びにとどまっているケースが多くなっています。ドラッ

クストアの場合、調剤医薬品部門の伸長に加えて、食料品や日用品などの「ついで買い」が売上貢献しているものと見ら

れています。こうしたなかで、スーパーマーケットの売上高が2025年に入ってから前年比4％超の伸び率を示している

のは、インフレ進行に伴う商品価格値上げの影響によるものと思われます。また、これまで小売業界の売上高を牽引して

きたコンビニですが、出店が飽和状況になってきたことに加えて、相次ぐ商品価格の値上げによって客離れが進んできた

ことが売上成長にブレーキを掛けているものと思われます（図表1参照）。

一方、小売業の店舗数をみると、カテゴリー別にはマチマチな動きとなっています。百貨店、家電量販店の店舗数が減

少傾向となっているのに対して、スーパーマーケット、コンビニエンスストア、ドラッグストア、ホームセンターの店舗

数は増加傾向を示しています。なかでも、ドラッグストアの店舗数は年率3～4％台と比較的高い成長を示しています。

ドラッグストアは、ここ数年、調剤併設型店舗の増加などによって順調に店舗数を増やしてきましたが、昨今では地方

スーパーに対するM&Aなどにも積極的に取り組んでいます。ドラッグストアは、OTC医薬品、調剤医薬品、食品、日用

品、美容関連まで揃う「ワンストップショッピング」が可能な業態であり、高齢化社会との親和性が高いとみられている

ことから今後ともこうした動きは続きそうです。なお、スーパーマーケットについては、食品スーパー、業務用スーパー、

高級スーパーといった特化型業態の新規出店が店舗増に寄与している模様です。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表1）小売業のカテゴリー別売上高、店舗数の推移

【小売業のカテゴリー別売上高と店舗数の推移】 （単位：億円、店）

売上高 店舗数 売上高 店舗数 売上高 店舗数 売上高 店舗数 売上高 店舗数 売上高 店舗数

 2020年度 45,612 199 150,685 5,794 115,600 56,178 49,172 2,571 72,342 16,967 35,211 4,356

 2021年度 49,683 195 150,295 5,849 118,043 56,320 46,879 2,642 73,922 17,816 33,683 4,393

 2022年度 56,739 190 152,173 5,921 123,530 56,149 46,685 2,667 78,206 18,571 33,395 4,440

 2023年度 60,904 186 158,064 5,961 128,025 55,942 46,294 2,664 85,204 19,198 33,484 4,486

 2024年度 63,227 183 162,316 5,994 129,770 56,527 47,917 2,652 90,421 19,994 34,035 4,536

 2025年1Q 15,350 183 40,464 5,994 31,339 56,527 12,556 2,652 22,309 19,994 7,517 4,536

 2025年2Q 14,462 182 40,879 6,015 33,214 56,546 11,536 2,652 23,401 20,130 9,052 4,553

 2025年3Q 14,364 180 42,165 6,032 34,744 56,580 12,394 2,650 23,965 20,216 8,432 4,555

【小売業のカテゴリー別売上高と店舗数の前年比増減率】 （単位：％）

 2020年度 -24.5 -5.2 2.9 0.4 -5.0 -0.3 8.8 1.0 3.2 3.1 6.7 0.0

 2021年度 8.9 -2.0 -0.3 0.9 2.1 0.3 -4.7 2.8 2.2 5.0 -4.3 0.8

 2022年度 14.2 -2.6 1.2 1.2 4.6 -0.3 -0.4 0.9 5.8 4.2 -0.9 1.1

 2023年度 7.3 -2.1 3.9 0.7 3.6 -0.4 -0.8 -0.1 8.9 3.4 0.3 1.0

 2024年度 3.8 -1.6 2.7 0.6 1.4 1.0 3.5 -0.5 6.1 4.1 1.6 1.1

 2025年1Q -0.3 -1.6 4.4 0.6 2.9 1.0 5.3 -0.5 5.8 4.1 0.6 1.1

 2025年2Q -6.8 -2.2 4.9 0.8 4.2 1.1 3.8 -0.6 6.6 3.9 0.8 1.2

 2025年3Q -1.4 -1.6 4.1 1.2 3.3 1.1 1.6 -0.6 4.6 3.5 -1.6 1.0

（出所）経済産業省データを基に筆者作成。（注記）ブルーの欄は前年比5％超の伸び率、イエローの欄は同マイナスを示している。

ホームセンター百貨店 スーパーマーケット コンビニエンスストア 家電量販店 ドラッグストア
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【外食業界における業態別にみた売上高・店舗数の動向】

次に、外食業界における売上高及び店舗数の動向を見てみましょう。外食業界の売上高はコロナ禍では大幅マイナスと

なりましたが、2022年はほとんどのカテゴリーで10％以上の高い伸び率を示しており、直近にかけても比較的高い売上成

長が続いています。パブ・居酒屋、ディナーレストランの売上高が2022年に大きく伸びたのは、2020～2021年に大きく

落ち込んだ影響によるものであり、2024年に入ると落ち着きを取り戻しています。外食産業全体としては、2023年以降

はインフレに伴うメニュー価格改定が売上高を押し上げていると言えるのではないでしょうか（図表2参照）。

ここで、売上高を客数と客単価に分解すると、カテゴリーによってマチマチな動きを示していることがわかります。全

体としては、客数も客単価も上昇傾向にありますが、パブ・居酒屋、ディナーレストランについては、客単価の伸び率が

鈍くなっているようです。そもそも、パブ・居酒屋、ディナーレストランについては、コロナ禍を契機とした接待文化の

後退、企業による経費削減の流れといった状況下では、客足が遠のくことになります。これに対して、ファーストフード、

ファミリーレストランについては、プライベートでの利用が多いため、外出機会の増大によって客数が回復しています。

また、コロナ禍を契機にテイクアウト需要が増大したことから、ネットで注文して職場や自宅に持ち帰って食べるという

パターンが増えてきたことも外食業界全体の客足が戻ってきた要因であると考えられます。

また、外食業界の店舗数をみると、コロナ禍前に比べると全体的には減少傾向を示しています。2025年10月の店舗数を

カテゴリー別にみると、外食産業全体では2020年末比2.7%減、ファーストフードが同1.3%減、ファミリーレストランが

同11.4%減、パブ・居酒屋が同6.3％増、ディナーレストランが同10.8%減、喫茶店が同24.7％増となっています。これ

は、大手外食チェーン店による店舗展開の見直し、個人経営店による人手不足（料理人、ホールスタッフなど）問題等が

影響していると考えられます。特に、ファミリーレストランに関しては、スーパーやコンビニがお弁当に注力してきたこ

とによって、ランチ需要がシフトしているのではないかと思われます。こうしたなかで、パブ・居酒屋、喫茶店が増加し

ているのは、個人経営による開業が増えているためと見られています。但し、パブ・居酒屋、喫茶店については固定客が

つかなければ短期間でお店を畳むといったケースも増えているようです。ちなみに、総務省では日本全国の飲食店は約50

万店あるとされています。図表2の数値は日本フード―サービス協会が捉えている数値であることにご留意ください。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表2）外食産業のカテゴリー別売上高、店舗数の推移

【外食産業のカテゴリー別売上高の伸び率と店舗数の推移】 （単位：％、店）

売上高伸率 店舗数 売上高伸率 店舗数 売上高伸率 店舗数 売上高伸率 店舗数 売上高伸率 店舗数 売上高伸率 店舗数

 2020年 -15.1 37,648 -3.7 21,774 -22.4 10,437 -49.5 2,163 -35.7 1,057 -31.0 1,992

 2021年 -1.4 36,573 4.8 21,264 -8.2 10,146 -42.2 1,871 -10.1 1,129 0.1 1,918

 2022年 13.3 36,874 7.9 21,265 18.1 10,534 80.9 1,927 31.7 1,028 16.8 1,893

 2023年 14.1 36,707 10.4 21,417 17.5 10,322 34.9 1,824 22.7 963 20.6 1,908

 2024年 8.4 36,645 8.1 21,045 9.5 10,124 5.5 1,854 6.6 903 9.0 2,472

 2025年4月 6.0 36,188 4.4 21,049 8.4 9,750 3.7 1,797 7.7 893 11.2 2,478

 2025年7月 8.7 36,700 9.7 21,213 7.6 9,505 3.7 2,251 5.3 973 11.6 2,486

 2025年10月 7.3 36,647 7.7 21,491 6.7 9,252 4.2 2,300 6.5 943 10.6 2,485

【外食産業のカテゴリー別客数と客単価の伸び率】 （単位：％）

客数伸率 客単価伸率 客数伸率 客単価伸率 客数伸率 客単価伸率 客数伸率 客単価伸率 客数伸率 客単価伸率 客数伸率 客単価伸率

 2020年 -17.8 3.3 -11.8 9.2 -15.1 3.7 -47.6 -3.7 -37.1 2.2 -33.1 3.1

 2021年 -2.0 0.5 1.2 3.6 -8.6 0.5 -39.5 -4.5 -8.1 -2.2 -2.2 2.3

 2022年 6.2 6.7 3.1 4.7 12.1 5.4 61.9 11.7 25.0 5.4 8.7 7.5

 2023年 6.3 7.3 3.8 6.4 11.2 5.7 24.0 8.8 16.5 5.3 9.3 10.4

 2024年 4.3 3.9 3.9 4.1 5.7 3.5 3.0 2.4 5.3 1.2 3.5 5.3

 2025年4月 0.9 5.1 -0.7 5.1 4.4 3.9 0.8 2.9 7.0 0.6 1.2 9.8

 2025年7月 4.4 4.0 5.0 4.5 4.2 3.2 0.8 2.9 7.0 -1.6 1.1 10.4

 2025年10月 3.2 4.0 3.3 4.3 2.9 3.7 1.7 2.4 5.4 1.1 3.6 6.7

（出所）一般社団法人日本フードサービス協会「外食産業市場動向調査」を基に筆者作成。（注記）ブルーの欄は前年比5％超の伸び率、イエローの欄は同マイナスを示している。

喫茶外食産業全体 ファーストフード ファミリーレストラン パブ・居酒屋 ディナーレストラン



今月のテーマ(3)：売上高と店舗数の推移
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【小売業・外食業界における主要企業の売上高、店舗数の推移】

さて、主要小売企業及び外食企業の売上高及び店舗展開の状況をみてみましょう。小売業、外食業界ともに売上高動向

は店舗展開に左右されるといっても過言ではありません。基本的には、既存店売上高を伸ばすことが大切であり、それは

客数と客単価の相乗効果によって成り立っています。客単価は商品価格の値上げ或いは購入点数の増減によって決まりま

す。値上げをしなくても一品でも多く購入してくれれば客単価は上がることになります。さらに大切なことは、店舗数の

動向です。新規出店が閉鎖店を上回る状況が続けば店舗数は増えることになり、売上増をもたらすことになるわけです。

   小売企業では、ヤオコー、良品計画、ユニクロ、ABCマート、ドラッグストア各社は順調に売上高を伸ばしており、そ

の原動力となっているのが店舗数の増加です。なかでも、セリア、良品計画、ローソン、ABCマート、スギHDなどは、

毎年積極的に新規出店を展開するとともに、不採算店を閉鎖するなどの店舗戦略に取り組んでいます。こうしたなかで、

ユニクロ、アオキ、青山商事、マツキヨ、ウエルシアなどはここ数年店舗のスクラップ＆ビルドを進めてきた結果、店舗

数が減っている状況となっています。紳士服業界については、在宅勤務の増加によって紳士服需要そのものが低迷してい

ることが影響していると考えられます。ドラッグストア業界自体は売上げ成長が続いていますが、一部の地域では薬剤師

不足によって計画通りの出店が難しいといった状況も起こっているようです。また、コンビニ業界では、インフレ進行に

伴う商品の値上げによって客数が伸び悩んでいることから、新規出店スピードは鈍化しています（図表3-1参照）。

一方、外食企業では、すかいらーくグループ、サイゼリア、日高屋、大戸屋、松屋フーズは順調に売上高を伸ばしてお

り、2023年度以降は前年比2ケタの伸び率が続いています。その原動力となったのが店舗数の増加です。外食業界の勝ち

組と言われている「サイゼリア」「日高屋」「松屋フーズ」ですが、店舗数をドンドン増やしているわけではありません。

各社ともに店舗数の増加は一定程度にとどまっており、サイゼリアは2024年度までは閉店店舗数が新規店舗数を上回っ

ていました。サイゼリアは「低価格戦略」を軸とした若年客層の支持、日高屋は「ちょい飲み居酒屋」需要、松家フーズ

は「メニュー開発力」に起因する需要深耕がそれぞれ売上高を牽引しています。確かに、外食企業の売上拡大にとって店

舗数の増加は大切なことですが、魅力的なメニュー開発、お客様目線に立ったサービス、価格戦略への取り組みこそが売

上高を牽引しているという事実を忘れてはいけません（図表3-2参照）。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表3-1）主要小売企業の売上高・客数・客単価及び店舗数の推移 （単位：％、店）

【全店売上高伸び率】 【新規出店数】 【閉店数】 【ネット店舗増減数：出店－退店】

決算期 23年度 24年度 25年度上期 23年度 24年度 25年度上期 23年度 24年度 25年度上期 23年度 24年度 25年度上期 直近期末

 セリア（100円ショップ） 3月期 5.1 5.9 4.7 133 125 45 69 74 25 64 51 20 2,092

 ヤオコー（食品スーパー） 3月期 9.6 10.3 9.2 4 8 3 0 0 0 4 8 3 198

 ライフ（食品スーパー） 2月期 5.8 5.0 4.3 10 11 4 1 2 2 9 9 2 316

 良品計画（無印良品） 8月期 17.2 13.8 18.6 75 76 71 6 15 11 69 61 60 683

 セブンイレブン（コンビニ） 2月期 3.8 0.5 1.5 556 601 210 445 412 172 111 189 38 21,752

 ファミリーマート（コンビニ） 2月期 8.5 2.9 4.1 258 320 172 521 345 90 -263 -25 82 15,400

 ローソン（コンビニ） 2月期 4.6 3.6 4.9 280 313 142 268 262 154 12 51 -12 14,682

 ユニクロ（カジュアル） 8月期 20.2 12.2 9.6 34 37 32 43 40 35 -9 -3 -3 794

 ワークマン（カジュアル） 3月期 3.4 3.2 15.7 33 46 22 3 6 2 30 40 20 1,071

 アオキ（紳士服） 3月期 6.6 2.6 1.3 20 36 26 49 42 20 -29 -6 6 1,381

 青山商事（紳士服） 3月期 4.4 0.6 -0.3 42 46 12 50 42 24 -8 4 -12 1,580

 しまむら（婦人服） 2月期 3.1 4.8 3.9 41 44 10 27 20 5 14 24 5 2,212

 ABCマート（靴屋） 2月期 17.2 8.7 6.0 45 39 20 34 35 12 11 4 8 1,107

 マツキヨ（ドラッグS） 3月期 7.5 3.8 4.4 114 80 43 59 45 50 55 35 -7 3,492

 サンドラッグ（ドラッグS） 3月期 8.9 6.7 5.8 110 90 25 17 21 14 93 69 11 1,553

 ウエルシアHD（ドラッグS） 2月期 6.4 5.6 7.6 102 78 26 42 54 37 60 24 -11 3,002

 スギHD（ドラッグS） 2月期 11.5 17.9 20.9 144 130 55 20 38 31 124 92 24 2,279

 コーナン商事（ホームセンター） 2月期 7.7 6.1 3.3 20 33 12 3 1 2 17 32 10 512

（出所）各社ホームページ情報を基に筆者作成。（注記1）ブルーの欄は前年比5％超の伸び率、イエローの欄は同マイナスを示している。（注記2）店舗数は国内店舗のみ対象としている。一部推計値を含む。
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（図表3-2）主要外食企業の売上高・客数・客単価及び店舗数の推移 （単位：％、店）

【全店売上高伸び率】 【新規出店数】 【閉店数】 【ネット店舗増減数：出店－退店】

決算期 23年度 24年度 25年度上期 23年度 24年度 25年度上期 23年度 24年度 25年度上期 23年度 24年度 25年度上期 直近期末

 すかいらーくグループ 12月期 16.8 13.0 15.3 27 43 67 107 22 43 -80 21 24 3,093

 サイゼリヤ（イタリアン） 8月期 27.0 22.5 14.3 19 14 28 33 31 13 -14 -17 15 1,053

 ロイヤルホスト（ファミレス）12月期 33.6 9.5 8.6 2 7 0 1 1 4 1 6 -4 224

 マクドナルド（ハンバーガー）12月期 8.4 6.1 2.9 86 106 54 71 100 39 15 6 15 3,003

 モスバーガー（ハンバーガー） 3月期 9.4 3.4 6.7 21 8 0 0 0 4 21 8 -4 1,314

 コメダコーヒー（コーヒー） 2月期 14.3 8.8 23.7 41 54 19 7 3 3 34 51 16 1,099

 ドトール（コーヒー） 2月期 10.6 5.9 8.2 31 30 12 36 20 5 -5 10 7 1,080

 日高屋（町中華） 2月期 27.8 14.1 14.4 18 14 11 9 8 1 9 6 10 465

 餃子の王将（町中華） 3月期 9.0 9.5 8.6 10 14 4 11 17 6 -1 -3 -2 724

 大戸屋（和食系定食屋） 3月期 17.0 12.5 17.9 8 9 8 11 2 4 -3 7 4 314

 すき家（牛丼） 3月期 16.7 10.3 -0.2 16 12 10 0 0 0 16 12 10 1,979

 吉野家（牛丼） 2月期 10.1 7.5 11.2 60 57 23 28 30 11 32 27 12 1,271

 松屋フーズ（牛丼） 3月期 19.7 20.9 21.5 51 80 40 15 9 8 36 71 32 1,140

 ほっともっと（弁当） 2月期 3.6 3.0 6.2 11 6 0 31 24 0 -20 -18 0 2,426

 トリドール（丸亀製麺） 3月期 11.0 11.6 9.6 18 32 16 11 12 4 7 20 12 873

 Coco壱番屋（カレー） 2月期 14.2 10.6 8.2 30 21 19 8 9 9 22 12 10 1,274

 スシロー（回転寿司） 9月期 -5.5 15.5 12.1 19 5 13 4 0 0 15 5 13 659

 くら寿司（回転寿司） 10月期 9.3 6.4 4.5 23 11 4 6 2 6 17 9 -2 550

（出所）各社ホームページ情報を基に筆者作成。（注記1）ブルーの欄は前年比10％超の伸び率、イエローの欄は同マイナスを示している。（注記2）店舗数は国内店舗のみ対象としている。一部推計値を含む。
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【小売業における店舗開発の特徴及び商圏の捉え方】

ここで小売業における商圏について考えてみたいと思います。小売業における商圏は、店舗の立地や規模、業態、

駐車場の有無などによって大きく影響を受けることになります。商圏の分析は、店舗の商圏範囲を設定し、地域特性

を把握するために重要です。商圏を正しく設定することによって、販促活動を効果的に行うための具体的な戦略が見

えてくるのです。図表4は小売業における立地タイプ別にみた特徴及び商圏の捉え方を整理したものですが、このなか

では人口構成、当該地域における住民の特徴などは考慮されていない点に留意する必要があります。高齢者世帯の多

い地域、学生街など学校が集中しているエリア、住民の所得水準が高い地域などによっても商圏の捉え方は違ってく

るのです。

出店競争の激化と顧客ニーズの多様化については、さまざまな業種において出店スピードが速く、同じエリア内で

複数店舗が競合するケースが増えています。特にチェーン店では、自社店舗同士が顧客を奪い合う商圏の重複、いわ

ゆるカニバリゼーションのリスクが高まっている地域もあるのです。こうした状況では、商圏内の人口規模や購買力、

競合の分布まで精密に把握する必要があります。また、顧客の購買行動の多様化も、商圏分析の必要性を高めていま

す。リアル店舗とECを使い分ける行動が一般化した近年、来店目的も「まとめ買い」や「特定商品の購入」などに細

分化されるようになってきました。この変化に対応するためには、商圏分析によってニーズの傾向を明確化し、適切

な商品やサービスを適切なタイミングで提供する戦略が必要となっているのです。

商圏範囲の設定を行うには、まず自店から「一次商圏は周囲〇km」「一次商圏は徒歩〇分以内」といったように、

「商圏の範囲」を決める必要があります。しかし、商圏の距離は一律で何kmと決まっているわけではありません。日

の食材、日用品や軽食を扱う店舗は商圏が狭く、希少性が高くて高単価なものは商圏が広くなる傾向があります。お

昼のお弁当を何キロも移動して買いに行く人はほとんどいませんが、スーツなどフォーマルな衣料品は大きなデパー

トや都心の専門店などに買いに行くことになります。デパートや専門店では、商品の品揃えに加えて、商品知識が豊

富な店員が相談に乗ってくれるという付加価値があるからです。商圏範囲を設定するときには自社の扱っている商品

やサービスについて、平均的な商圏距離はどの程度なのかを調べてみる必要がありそうです。

公益社団法人  全日本不動産協会
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（図表4）小売業における立地タイプ別特徴及び商圏の捉え方

 一次商圏・近隣型  二次商圏・地域型  三次商圏・広域型  四次商圏・超広域型

 最も近い顧客層  比較的近い顧客層  広域の顧客層  超広域の顧客層

当該商圏に  住宅地域が中心。最寄品（日  中小都市の中心部や、広域  県庁所在地など、広範囲から  東京・大阪などの全国的な中

おける特徴  常的に購入するもの）の需要  都市の中間的な立地。買回  の利用客が見込まれる立地。  心都市や政令指定都市。ブラ

 が高い。  り品の需要が増える。  多様な商品構成に対応。  ンド品などの需要が高い。

距離  0～3キロ圏内  3～10キロ圏内  約10キロ以上  30～50キロ以上

移動手段  徒歩・自転車  車・バス・電車  車・バス・電車  車・新幹線・飛行機

来店頻度  高い（毎日～週に数回）  中程度（週1～月に数回）  低い（月1～年に数回）  低い（数カ月～年に数回）

顧客の特徴  近隣住民・通勤者・学生  周辺エリアの住民・買物客  近隣住民・通勤者・学生  観光客・遠方からの来店者

商圏の人口  １万人程度  数万～10万人程度  20万人以上  100万人以上

販促手段  チラシ・ポスター・店頭販促  エリア広告・デジタル広告  エリア広告・デジタル広告  マスメディア広告

売上貢献度  高い（主要売上を占める）  中程度（補完的な売上）  低い（スポット的な売上）  低い（ご褒美など目的買い）

競合影響  高い（影響を受けやすい）  中程度（選択肢が限定）  低い（一定程度のブランド）  低い（独自のブランド力）

立地の影響  非常に大きい（駅前・繁華街  ある程度大きい（アクセス  比較的少ない（ターミナル  目的地としての魅力が重要

 など立地が鍵となる）  の良さが重要となる）  駅・通勤通学途上の乗換駅） （銀座、日本橋、新宿など）

向いている  コンビニ、小型スーパー、  中規模スーパー、衣料品店、  ショッピングセンター、  フラッグシップストア、高級

店舗・業態  ドラッグストア  専門性の高い小売店  百貨店、家電量販店  百貨店、大型商業施設

（出所）経済産業省資料、メディア情報等を基に筆者作成。（注記）買回り品とは比較検討したうえで購入を決める商品のこと。
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定点観測 ⇒ 建設工事受注高は3カ月振りにマイナス！

A) 建設受注は民間部門の減少により3カ月振りにマイナス（図表7コメント）

B) 住宅着工は7カ月振りに増加したが、回復力は弱い（図表7コメント）

C) 東京都は転入超過継続だが、人口流入者はマイナス（図表9コメント）

D) 小売業は全般堅調で百貨店売上は3カ月連続でプラス（図表10コメント）

E) 2025年1～10月の訪日外国人旅行者は3,554万人と年間4,300万人ペー

ス。但し、11月以降は中国政府による訪日旅行自粛要請で中国からの訪日

客数が減っている点には注意が必要（図表12コメント）

公益社団法人 全日本不動産協会
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 生産活動（建設受注、住宅着工）では、建設受注は3カ月振りにマイナス、住宅着工は底入れ傾向に

➢ 10月の建設工事受注高は民間部門のマイナスにより3カ月振りに減少したが、受注金額は高水準

➢ 持ち家着工は8.2%減と7カ月連続減少したが、首都圏では底入れの兆しを示しつつある

➢ 貸家、分譲住宅（マンション、戸建て住宅）は7カ月振りにプラス転換するなどトレンドは好転

 小売業界では全体的に売り上げ増が続いているが、百貨店が3カ月連続プラスと改善傾向を示している

➢ 百貨店売上高は3カ連続プラス。但し、中国による対日渡航自粛要請により11月以降は不透明？

➢ ドラッグストア売上高は54カ月連続プラスと好調。調剤薬品の売上高は一段と伸長している！    

➢ 2025年10月の訪日外国人旅行者は389万人と10月の過去最高を更新。累計では3,554万人に

（但し、11月中旬以降は、中国政府による対日渡航自粛要請の影響でブレーキが掛かる懸念も）

        

 雇用環境は長期にわたって安定的に推移してるが、求人数の減少傾向が続いている

➢ パート・アルバイト時給は長期上昇傾向にあり、介護・福祉系を中心に54カ月連続で上昇中

➢ 有効求人倍率や低下傾向にあり、求人数は6カ月連続で減少。中小企業は賃金上昇が重荷か？

➢ 10月の消費者物価は3カ月連続3％割れとなり、ガソリン税暫定税率廃止は物価安定をサポート
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 Ⅰ-2.経済活動における建設・住宅産業の動向

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表5）経済活動における建設・住宅産業の動向 ～ 建設業の受注及び着工の状況、住宅着工戸数・マンション供給戸数 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年6月 25年7月 25年8月 25年9月 25年10月

 １．建設受注動向及び建設物価指数の状況（前年比、％）

 大手50社建設工事受注高 22.5 -19.0 38.9 34.7 -10.1  10月は民間部門の減少により2カ月振りにマイナスとなったが、受注額は高水準維持

 （建築工事受注高） 25.7 -28.6 69.0 44.4 -14.5  10月の受注は製造業が前年比9.0%減、非製造業が19.0％減と何れもマイナスに

 （土木工事受注高） 15.7 13.5 -16.9 17.0 1.3  10月の受注は国の機関が前年比15.0%増、地方自治体41.4％増と何れも増加！

 建設物価指数・オフィス 4.0 3.1 3.1 3.0 3.3  10月のオフィス・工事原価は4カ月連続3％台に。前月比は0.1％増とボトムアウトか？

 建設物価指数・工場 3.1 2.4 2.4 2.3 2.7  10月の工場・工事原価の上昇率は4カ月連続3％割れ。前月比は0.1％増と底入れ

 建設物価指数・マンション 5.4 5.1 5.2 5.0 5.2  10月のマンション・工事原価の上昇率は6カ月連続5％台。前月比では0.0％増に！

 建設物価指数・住宅 3.6 3.5 3.4 3.2 3.3  10月の住宅・工事原価上昇率は5カ月連続で3％台。前月比は0.0％増と底入れか

 ２．用途別住宅着工戸数・新築マンション供給戸数の状況（前年比、％）

 持ち家着工戸数 -16.4 -11.1 -10.5 -5.6 -8.2  10月も建築基準法改正の影響で7カ月連続減少したが、首都圏では底入れの兆しも

 貸家着工戸数 -14.0 -13.1 -8.1 -8.2 4.2  10月は7カ月振りのプラスとなり、首都圏11.4％増、、近畿圏19.7％増とが牽引役

 マンション着工戸数 -27.9 -1.6 -18.0 -20.0 31.8  10月は7カ月振りにプラスとなり、近畿圏2.2倍、地方圏39.6％増と全体の牽引役に

 戸建て分譲着工戸数 -10.9 -2.7 -1.1 -0.4 0.5  着工戸数は7カ月振りのプラスを記録。着工戸数は2カ月連続1万戸超と復調気配

 首都圏マンション供給戸数 -1.3 34.1 78.7 4.3 -28.2  10月は1,316戸と4カ月振りに減少。初月契約率は63.0%と低調、在庫大幅圧縮に

 同㎡当たり単価・万円／㎡ 136.4 157.1 158.8 146.5 153.8  首都圏の単価は前年比11.5%増。億ション割合は22.3%（前月34.2%)と低下へ

 首都圏の平均価格・万円 9,165 10,075 10,325 9,956 9,895  23区平均価格は1億5,313万円と18.3%増。億ション割合は51.0％と依然高水準

 近畿圏マンション供給戸数 -20.2 -1.6 46.7 16.6 -7.6  10月は3カ月振りにマイナス。契約率は70.1％と堅調、㎡単価は前年比16.2％増

（出所）国土交通省、一般財団法人建設物価調査会、不動産経済研究所データ等より作成。2025年12月18日までに発表のもの。

（注記）建設物価指数については、過去に発表された数値（概ね3カ月前まで遡及）については前回公表値を修正することがある点に注意されたい。

直近５ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）
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 Ⅰ-3.主な経済統計の推移～消費活動、所得・雇用環境
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（図表6）主な経済統計の推移 ～消費活動、所得・雇用環境 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年6月 25年7月 25年8月 25年9月 25年10月

 １．消費活動（既存店ベース、前年比、％）

　  百貨店売上高 -7.7 -6.1 2.5 1.4 4.2  3カ月連続でプラス。食料品1.9％増、衣料品2.8％増、家庭用電気製品1.0％増

 スーパー売上高 3.1 3.1 1.6 2.1 3.0  12カ月連続でプラス。主力の飲食料品3.0%増に対して衣料品は8.7％減と低調

 コンビニ売上高 5.1 3.6 3.3 3.0 2.6  10カ月連続プラス。日配食品3.3％増、加工食品2.9％増、サービス関連0.0％増

 家電量販店売上高 5.6 -4.8 5.4 5.4 11.0  3カ月連続でプラス。Windows10のサポート終了により情報家電が41.8％増と急増

 ドラッグストア売上高 6.5 5.7 3.4 5.1 6.0  54カ月連続でプラス。調剤薬品13.4％増、食品9.6％増、トイレタリー7.6%増！

 ホームセンター売上高 2.3 1.0 -3.5 -2.3 0.2  3カ月振りにプラス。オフィス・カルチャー10.2％増、電気5.9％増、日用品1.0％増！

 通信販売売上高 -1.5 -1.6 0.5 0.9 0.1  10月は3カ月連続でプラス。円安に伴う物価高の影響で売上高伸び率は微増継続

 ２．雇用・所得環境（有効求人倍率と完全失業率は水準、そのほかは前年比、％。パート・アルバイト、派遣社員の時給は三大都市圏・全職種平均）

 有効求人倍率・倍 1.22 1.22 1.20 1.20 1.18  求人数は6.4%減と6カ月連続減少。宿泊業、飲食・サービス、小売業は2桁マイナス

 完全失業率・％ 2.5 2.3 2.6 2.6 2.6  就業者数は39カ月連続増加。女性の就業者数は前年比50万人増と引き続き増加

 失業者数・万人 176 169 182 184 183  前年比13万人増加。自己都合による失業者が増えており、転職希望が増加傾向に

 勤労者世帯主収入・実質 -1.7 -2.5 2.8 0.0 -0.1  世帯主収入は5カ月連続減少。配偶者収入は4カ月連続増加。名目値は3.3％増

 パート・アルバイト時給 3.8 3.8 3.9 4.2 4.1  10月は前年比で54カ月連続上昇。引き続き介護・福祉系の伸び率が高くなっている

 派遣社員の時給 -1.0 3.3 1.2 2.0 1.1  10月は前年比で4カ月連続上昇中。IT・技術系及びクリエイティブ系の伸び率が高い

 家計消費支出・実質 1.3 1.4 2.3 1.8 -3.0  10月は6カ月振り減少。名目値は0.3％増、自動車関係、住宅設備修繕費が減少

（出所）経済産業省、（公社）日本通信販売協会、厚生労働省、総務省、リクルートデータ等により作成。2025年12月18日までに発表のもの。

（注記）通信販売売上高統計には、ジャパネット、アマゾンなどの大手企業の取扱高は含まれていないことに留意されたい。

直近5ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）
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 Ⅰ-4.主な経済統計の推移～生産活動、物価動向、金融市場等

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表7）主な経済統計の推移 ～ 生産活動、物価動向、東京都の人口移動、金融市場等の動き ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年6月 25年7月 25年8月 25年9月 25年10月

 １．生産活動、物価動向の状況（前年比、％。但し、鉱工業生産指数、機械受注は前月比）

 鉱工業生産指数（季調値） 1.7 -1.6 -1.2 3.4 1.5  10月は2カ月連続上昇したが一進一退。自動車、電気・情報通信機械などが上昇！

 機械受注（民需合計） -10.3 3.7 -10.7 8.2 2.3  10月は2カ月連続プラス。基調判断は「持ち直しの動きがみられる」に上方修正した

 機械受注（除く船舶・電力） 3.0 -1.6 -0.9 4.2 7.0  10月は2カ月連続プラス。製造業13.3％減、非製造業28.8％増と対照的な動き！

 国内新車販売台数 2.5 -4.2 -10.6 -3.3 -4.3  4カ月連続で減少。マツダ33.9％減、日産28.5%減、SUBARU8.1％減と低調！

 貿易統計・輸出額（金額） -0.5 -2.6 -0.1 4.2 3.6  10月は2カ月連続でプラス。米国3.1%減、西欧8.8％増、中国2.1％増とマチマチ

 貿易統計・輸入額（金額） 0.2 -7.5 -5.2 3.3 0.7  2カ月連続増加。米国20.9％増、中東6.3％減、西欧6.7％減、中国0.8％増！

 消費者物価指数（20年基準） 3.3 3.1 2.7 2.9 3.0  10月は3カ月振りに3％台。但し、生鮮食品除く食料価格は7.2％増と引き続き上昇

 国内企業物価指数（同上） 2.8 2.5 2.6 2.8 2.7  10月は5カ月連続3％割れ。精米、玄米、塩蔵品、金地金、銅線など上昇している！

 ２．東京都の人口移動及び金融市場の動き（前年比、％。人）

 東京都への人口流入者 9.3 -4.3 -3.2 3.6 -0.7  直近は2カ月振りマイナス。23年10月比5.2%減、22年10月比1.2％増とマチマチ

 東京都からの人口流出者 10.6 -2.3 -0.8 6.9 2.9  直近は2カ月連続プラス。23年10月比1.1%増、22年10月比1.2％増と増加基調

 東京都の人口流入超過人数 2,710 1,940 1,561 2,381 227  10月は9カ月連続転入超。前年同月の1,248人の転入超過に対して1,021人減少

 円／ドルレート（月末値） 144.04 150.76 147.05 147.92 154.01  国内金利引き上げ観測の後退から10月中旬以降は150円台での円安水準が進行！

 プライム市場株式売買代金 16.7 7.2 3.3 27.8 55.7  売買代金は5カ月連続プラス。23年比86.7%増、22年比132.1％増と大幅増加

 日経平均株価（月末値） 40,487 41,070 42,818 44,933 52,411  10月以降は5万円台での推移となっているが、円安・金利上昇を嫌気して調整局面も

（出所）経済産業省、日本自動車工業会、財務省、総務省、日本銀行、法務省、取引所データ等より作成。2025年12月18日までに発表のもの。

※2025年10月の東京都への転入者数は29,182人（前年同月比213人減）、転出者数は28,955人（同808人増）であり、人口流入超過人数は227人となった。

※2025年10月1日現在の東京都人口は1,427万3,066人（前月比9,694人増、前年比80,882人増）となり、コロナ禍の2020年5月の1,407万4,043人に比べて199,023人増。

直近５ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）
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 Ⅰ-5.経済活動における消費の状況①～小売業の企業別月次売上高

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表8）経済活動における消費の状況① ～ 小売業の企業別月次売上高動向 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年7月 25年8月 25年9月 25年10月 25年11月

 １．小売業の企業別売上高状況①：百貨店、総合スーパー（既存店ベース、単位：％）

 三越伊勢丹HD -5.2 -0.9 7.2 5.9 1.4  3カ月連続増加。三越日本橋4.0%増、三越銀座1.4%減、伊勢丹新宿1.5％増

 松屋（銀座本店） -26.3 8.5 2.2 -7.6 -1.2  2カ月連続でマイナス。免税売上高は前年比15％減、免税売上割合は37％に低下

 大丸・松坂屋 -2.4 6.4 3.6 7.4 4.7  4カ月連続増。大丸心斎橋17.7%増、大丸神戸6.1％増、松坂屋上野1.6％減

 高島屋 -3.8 6.6 4.8 8.3 3.7  4カ月連続増。玉川8.5％増、大阪7.1％増、日本橋3.0％増で免税売上3.1％減

 イオンリテール 0.7 2.1 1.4 4.7 6.3  大型セールイベント「ブラックフライデー」が集客・購買に繋がったため39カ月連続で増加

 セリア（100円ショップ） 3.7 2.9 1.8 6.3 9.2  客数7.4%増、客単価1.7％増。客数は26カ月連続増、客単価は2カ月連続増加

 ヤオコー（食品スーパー） 5.3 4.6 4.7 4.5 5.3  客数1.7％増、客単価3.4％増と順調。客数は32カ月連続で前年比プラスを記録

 良品計画（無印良品） 11.3 6.1 -1.1 15.8 -13.7  客数4.7％減、客単価9.5％減。システム障害に伴うオンラインストアの停止が影響！

 ２．小売業の企業別売上高状況②：コンビニ、衣類専門店（既存店ベース、単位：％）

 セブンイレブン 0.0 0.8 0.5 1.3 2.7  客数0.4%減、客単価3.1％増。客数は5カ月連続減少、客単価は9か月連続増

 ファミリーマート 4.2 3.6 3.3 1.6 1.9  客数3.3％減、客単価5.4％増。既存店日商は51カ月連続で前年比プラスを更新

 ローソン 5.5 5.8 4.5 2.2 4.6  客数0.2％減、客単価4.8％増。客数は2カ月連続減少、客単価は18カ月連続増

 ユニクロ（国内事業） 2.4 5.3 -1.0 25.1 7.6  客数2.8%増、客単価4.7％増。冬物商品の販売好調に加えて感謝祭盛況も寄与

 ワークマン（カジュアル） 3.7 0.1 8.2 19.5 7.9  客数5.3％増、客単価2.5％増。客数は2カ月連続増加、客単価は13か月連続増

 アオキ（紳士服） -1.3 5.3 -5.7 -1.1 4.0  客数3.0%増、客単価1.0％増。客数は3カ月振り増加、客単価は37カ月連続増

 青山商事（紳士服） -3.2 -1.0 -10.8 -5.2 -2.1  客数5.6%減、客単価3.5％増。客数は12カ月連続減少、客単価12カ月連続増

（出所）各社ホームページ、流通ニュース等より作成。2025年12月18日までに発表のもの。（注記）ユニクロ売上高は国内の既存店及びEコマース売上高。

現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

 直近5か月における月次動向
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 Ⅰ-6.経済活動における消費の状況②～小売・外食産業等の月次売上高

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表9）経済活動における消費の状況② ～ 小売業、外食産業の企業別月次売上高動向 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年7月 25年8月 25年9月 25年10月 25年11月

 １．小売業の企業別売上高状況③：ドラッグストア（既存店ベース、単位：％）

 マツキヨ＆ココカラ 0.7 1.5 1.4 1.8 3.6  客数1.1％増、客単価2.5％増。客数は5カ月振り増加、客単価は38カ月連続増

 サンドラッグ 1.7 -0.3 1.8 1.2 2.2  2カ月連続でプラス。ドラッグストア事業0.4%増、ディスカウント事業2.3%増と改善

 ウエルシアHD 0.5 -0.8 2.8 1.6 4.1  客数1.7%増、客単価2.4％増。客数は2カ月振り増加、客単価は14カ月連続増

 ２．外食産業の企業別売上高状況：ファミレス、ファーストフード、牛丼チェーン、テイクアウト弁当等（既存店ベース、単位：％）

 すかいらーくグループ 7.9 9.3 3.3 6.9 8.9  客数3.1％増、客単価5.6％増。客数は2カ月連続増加、客単価は46カ月連続増

 サイゼリヤ 17.7 19.3 14.8 16.9 19.0  客数16.4％増、客単価2.3％増。低価格戦略が奏功し客数の2桁増が続いている

 ロイヤルホスト 5.6 9.6 3.3 6.4 11.2  客数3.7%増、客単価7.3％増。客単価は増加基調継続、客数は3か月振りに増加

 マクドナルド 11.2 5.3 5.5 8.1 5.6  客数2.8%増、客単価2.7％増。客数、客単価ともに11か月連続増加と復調の兆し

 モスバーガー 11.9 11.6 7.7 12.9 18.5  客数14.0%増、客単価3.9％増。客数は16カ月連続増、客単価は13カ月連続増

 日高屋（町中華） 11.1 10.8 6.5 5.4 4.9  客数0.3%増、客単価4.6％増。客数は47カ月連続増加となり、好調局面が継続！

 餃子の王将（町中華） 4.5 6.6 2.4 3.0 6.4  客数0.3%増、客単価6.1％増。メニュー刷新効果で客単価は54カ月連続で増加！

 すき家 1.1 3.9 6.3 4.2 13.1  客数4.8%増、客単価8.0％増。売上高は8カ月振り2桁増、客数は9か月振り増加

 吉野家 15.5 12.4 4.4 -5.7 4.4  客数0.9%増、客単価3.4％増。客数は3カ月振りに増加、客単価は49カ月連続増

 松屋フーズ 12.3 5.7 9.9 7.7 10.8  客数2.5%増、客単価8.5％増。客数は4カ月振りに増、客単価は引き続き高い伸び

 Coco壱番屋 8.8 -2.9 -2.9 -0.8 -0.6  客数1.4%増、客単価2.0％減。客数は15カ月振り増加、客単価2カ月連続減少

 トリドール（丸亀製麺） 5.6 6.1 5.4 -0.7 1.2  客数0.5%減、客単価1.7％増。客数は2カ月連続減少、客単価は52カ月連続増

 スシロー 10.2 14.8 4.7 10.2 9.4  客数2.6%増、客単価6.7％増。客数は2カ月連続増加、客単価は14カ月連続増

（出所）各社ホームページ、流通ニュース等より作成。2025年12月18日までに発表のもの。（注記）すかいらーくは、ガスト、バーミアンなどグループ全体の売上高。

現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

直近5カ月における月次動向
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 Ⅰ-7.経済活動における人出の状況～交通機関の利用状況、ホテル稼働率等

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表10）経済活動における人出の状況 ～ 交通機関の利用状況、ホテル稼働率等 ～（数値は、前年同月比較）

 対象項目 25年6月 25年7月 25年8月 25年9月 25年10月

 １．交通機関の利用状況（前年比、％）

 新幹線輸送量（JR東海） 12.0 12.0 21.0 15.0 10.0  のぞみ11％増、ひかり11％増と2ケタ増継続。11月速報のぞみ5％増、ひかり7％増

 JR東日本・定期外収入 5.8 5.0 8.2 4.6 4.6  主要新幹線の輸送量は東北2％増、上越3％増、北陸2％増とやや伸び率が鈍化

 東急電鉄・定期外収入 3.3 3.8 5.6 3.1 0.6  定期収入は0.1%減。輸送人員は定期3.1%増、定期外0.0％増と足踏みの印象

 京浜急行・定期外収入 2.7 3.6 6.8 2.8 1.9  定期収入は1.4%増。輸送人員は定期1.4%増、定期外2.9％増と定期外が牽引

 京成電鉄・定期外収入 4.8 5.3 6.9 4.1 6.9  定期収入は2.1%増。成田有料特急は運輸収入12.5%増、輸送人員11.1％増

 国内線旅客数・ANA 4.1 2.1 6.7 1.6 3.5  座席利用率は85.6％と前年比6.2ポイント上昇。貨物重量は2カ月連続で減少した

 国際線旅客数・ANA 5.1 8.0 12.1 12.4 15.0  座席利用率は86.7％と前年比6.7ポイント上昇。貨物重量は5カ月振りに減少した

 ２．国内海外旅行、宿泊施設の稼働率、訪日外国人旅行者数（単位：％、但し、延べ宿泊者数は前年同月比較。ホテル及び旅館稼働率は水準）

 延べ宿泊者数・日本人 -5.1 -2.0 -1.5 -5.0 -1.5  9月は4,053万人泊、10月は4,302万人泊。10月は13カ月連続マイナスを記録！

 延べ宿泊者数・外国人 5.3 -4.2 3.8 1.3 8.5  9月は1,257万人泊、10月は1,723万人泊。紅葉シーズンを迎えて一段と増加傾向

 延べ宿泊者数・全体 -2.4 -2.6 -0.4 -3.6 1.1  9月は5,310万人泊、10月6,025万人泊。外個人の宿泊数増加で5カ月振りに増加

※  リゾートホテル稼働率 51.0 56.8 67.2 56.8 62.2  トップは大阪府79.7%。次いで千葉県、奈良県、沖縄県、神奈川県、滋賀県と分散

※  ビジネスホテル稼働率 72.7 74.7 76.4 76.8 81.3  トップは大阪府88.6%、次いで北海道、長野県、京都府、東京都、青森県と分散！

※  シティホテル稼働率 72.8 71.6 75.4 75.8 81.2  トップは大阪府86.4%。次いで長野県、北海道、滋賀県、京都府、広島県の順番

※  旅館稼働率 35.3 37.6 46.2 39.8 43.4  トップは沖縄県55.2%。次いで北海道、大阪府、東京都、青森県、香川県と分散！

 訪日外国人旅行者数 7.6 4.4 16.9 13.7 17.6  10月は389万人と10月として過去最高更新。累計は3,554万人、17.7％増と伸長

（出所）各社ホームページ、観光庁データ等より作成。※印は水準（利用部屋数/利用可能部屋数）を表す。2025年12月18日までに発表のもの。

（注記）延べ宿泊者数とは、特定の期間内に宿泊姿勢に宿泊した人数の合計を指しています。例えば10人が5泊宿泊した場合の延べ宿泊者数は50人泊となります。

直近５ヵ月における月次動向 現状に関するコメント

（現状認識及び特徴点）

8
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【何故、副首都構想の候補地は大阪なのか？】

自民党と日本維新の会との連立政権合意文書では、「副首都構想実現に向けて協力する」といった内容が記載されて

います。そもそも副首都構想は、日本の都市計画の一環として、東京に集中する首都機能を分散させることを目的とし

ています。この構想は、災害時における国の機能のバックアップを確保し、地方の過疎化を防ぐために重要とされてい

ます。確かに、副首都構想については必要性を感じさせるものとなっているようです。

日本維新の会が副首都構想を提唱する理由としては、①災害時のバックアップ機能、②東京一極集中の是正、③経済

の多極化、といった3つが挙げられています。災害については、首都直下地震は30年以内に70%の確率で発生すると言

われています。災害時におけるバックアップ機能として副首都を整備し、東京が機能しなくなったときに代わりに国を

運営できる場所が必要だという考えです。また、東京一極集中の是正については、日本の人口の約3割、約3,600万人が

東京圏に集中しています。これによって、東京では満員電車、医療機関の逼迫、高い生活コストなどの問題が発生する

一方、地方では過疎化が進んでいます。こうした問題は長年議論されてきましたが、それでは「何故、大阪なのか」と

いう点ではやや説得力に欠ける印象があります。東京ほどではないにしても大阪も人口集中地域となっている点は否め

ません。何故、副都心構想の候補地は大阪なのでしょうか。

日本維新の会では、大阪市を廃止し複数の特別区に再編するという行政改革として「大阪都構想」を提案してきまし

た。大阪では府と市が別々に病院・大学・交通政策などを進めており、重複による無駄や意思決定の遅れが問題視され

ています。その解決策として、「東京のような特別区制度」を導入しようとしたのが都構想の骨子です。この構想は大

阪を副首都として成長させるための制度改革として注目を集めましたが、2015年、2020年と二度にわたる住民投票の

結果否決されてしまいました。しかし、日本維新の会は「大阪を成長させる」という理念を捨てませんでした。彼らが

目指していたのは、大阪全体を一体化し、東京に次ぐ都市圏をつくることなのです。一方、有識者のなかには、「段階

的バックアップ機能の整備」「多極ネットワーク型の分散」「民間主導の企業・大学の地方分散」といった代替案を提

案する声もあります。コストと時間を考えるならば、首都機能分散という考え方も一理あるかもしれません。

公益社団法人 全日本不動産協会
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景気ウォッチャー調査 ⇒ 11月調査は前月比で7カ月振りに低下した

A) 家計動向は前月比0.2pt低下し、48.5ptとなった（図表11コメント）

B) 人手不足及び需要低迷で、飲食関連、住宅関連が低下（図表11コメント）

C) 企業動向は製造業が低下し、2カ月振りに50pt割れに（図表11コメント）

D) 雇用動向は前月比0.5pt低下し、3カ月振りに悪化した（図表11コメント）

E) 景気マインドは緩やかに上昇してものの、人手不足、インフレ進行、円

安・関税などの影響によって不安定な状況が続いている！

公益社団法人 全日本不動産協会
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Ⅱ-1.景気ウォッチャー動向調査

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表11）景気ウォッチャー調査 ～ 景気の現状判断DI（季節調整値）

  項   目 （前月差）

 景気の現状判断DI ↗ 54.1 ↘ 53.9 ↓ 14.2 ↘ 7.9 ↗ 45.0 ↗ 45.2 ↗ 46.7 ↗ 47.1 ↗ 49.1 ↘ 48.7 -0.4 

家計動向調査 ↗ 52.7 ↘ 52.3 ↓ 12.6 ↘ 7.5 ↗ 44.4 ↗ 44.8 ↗ 46.3 ↗ 46.6 ↗ 48.7 ↘ 48.5 -0.2 

小売関連 ↗ 52.6 ↘ 52.5 ↓ 16.0 ↘ 10.5 ↗ 44.3 ↘ 43.9 ↗ 45.4 ↗ 45.7 ↗ 48.2 ↗ 48.3 0.1

飲食関連 ↗ 51.3 ↘ 51.1 ↓ 0.7 ↘ -3.1 ↗ 42.5 ↗ 42.8 ↗ 45.6 ↘ 44.6 ↘ 44.4 ↘ 41.6 -2.8 

サービス関連 ↗ 53.5 ↘ 52.2 ↓ 7.4 ↘ 3.5 ↘ 45.6 ↗ 46.9 ↗ 48.6 ↗ 48.7 ↗ 50.8 ↗ 51.3 0.5

住宅関連 ↘ 51.4 ↗ 52.8 ↓ 19.0 ↘ 9.4 ↘ 42.0 ↗ 44.9 ↘ 43.7 ↗ 49.0 ↘ 47.8 ↘ 44.5 -3.3 

企業動向調査 ↘ 55.3 ↗ 55.7 ↓ 19.2 ↘ 9.9 ↗ 46.1 ↘ 46.0 ↗ 48.5 ↘ 48.0 ↗ 50.7 ↘ 49.5 -1.2 

製造業 ↘ 54.8 ↗ 56.9 ↘ 21.7 ↘ 12.1 ↗ 44.3 ↗ 46.2 ↗ 48.2 ↘ 46.8 ↗ 49.3 ↘ 46.6 -2.7 

非製造業 ↘ 55.8 ↘ 54.5 ↓ 17.5 ↘ 8.3 ↗ 47.2 ↘ 45.7 ↗ 48.4 ↗ 48.8 ↗ 51.9 ↗ 52.2 0.3

雇用関連 ↗ 61.3 ↘ 60.7 ↓ 13.6 ↘ 6.3 ↘ 46.5 ↘ 46.1 ↘ 45.8 ↗ 48.4 ↗ 48.6 ↘ 48.1 -0.5 

 景気判断理由の概要（コメント） 印の見方：◎良、〇やや良、□不変、▲やや悪、×悪

【観光ホテル】▲熊の出没に関する問合せが多く、予約のキャンセルも若干出ている。物価高とあいまって直近の予約が鈍化している要因とみている（家計動向）

【百貨店】□気温の低下に伴って衣料品などが堅調に推移し、国内客の需要は底堅い。中国の訪日渡航自粛に対する懸念はあるものの、現状では大きな影響は見当たらない（家計動向）

【レストラン】□忘年会の予約は前年を上回り、売上も現状の水準を維持している。しかし、この時期に値上げを実施することは難しく、粗利益の確保が困難になっている（家計動向）

【土産物屋】〇売上達成度で３か月前と比較すると、今月は１割ほど売上は多い。例年、紅葉を目当てに多くの観光客が訪れるが、今年は例年以上に多くの客が来ている（企業動向）

【広告業協会】□人手不足関連の広告出稿は今後も増えるとみているが、物価上昇や人件費の高騰によって、個人消費向けの販売促進、広告市場の拡大は期待できない（企業動向）

【税理士】〇特に飲食業については、売上がここ数年で１番良いところが多い。ただし、物価高による原材料価格の高騰と賃上げが影響し、利益率は落ちている（企業動向）

【職業安定所】▲新規求人数が減少傾向にある。企業からは人手不足という声がある一方、物価高の影響により様々なコスト削減を行っているという声が上がっている（雇用関連）

（出所）内閣府データ等により作成。直近データは2025年12月8日に発表。コメントは、2026年1月以降の先行きに対する内容を重点的に紹介している。

（注記）↑印は前月比10ポイント以上の上昇、↗印は同10ポイント未満の上昇、↓印は同10ポイント以上の低下、↘印は同10ポイント未満の低下を示す。

25年11月

直近６カ月の動き（月次動向）

25年10月25年9月

コロナ禍前のピーク コロナ禍のボトム

17年11月 17年12月 20年3月 20年4月 25年8月25年7月25年6月

52.9



1）11月の景気ウォッチャー判断DIは7カ月振りに低下し、街角景気は不安定な状況が続いているとみられる！

   2）家計動向DIでは、人手不足、物価高の進行などを背景に飲食関連と住宅関連のマインドが落ち込んでいる

3）企業関連DIは観光・サービス業の好調を背景に、非製造業が２カ月連続50pt超と改善傾向を示している！
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　（出所）内閣府、総務省データより作成。月次ベース。2025年12月18日までに発表のもの。
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（図表13）有効求人倍率と家計消費支出

家計消費支出（右、前年比％） 有効求人倍率（左、単位：倍）
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（図表12）景気ウォッチャー判断DIの推移
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Ⅱ-2. Coffee Time            
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【外国人によるマンション取得状況を読み解く】

11月25日、国土交通省では、不動産登記に基づく新築マンションに関する調査結果を公表しました。それによると、

東京23区の新築マンションでは、海外に住所がある人が取得した割合は2025年1～6月に3.5%となりました。大阪市

では4.3%でした。千代田、中央、港、新宿、文京、渋谷の都心6区に限ると7.5%で、都心ほど比率は高い傾向にあり

ます。東京圏全体では1.9%にとどまりました。海外に住所がある人の取得によって不動産価格の高騰を引き起こして

いるとはみられないものの、国土交通省では動向を注視しているようです。 （図表14参照）。

東京23区について2024年は1.6%でした。足元で海外からの取得割合は1.9ポイント上昇しています。都区部の状況

をみると、その年に当該地域でどのようなマンションが供給されたかでも割合は大きく変化することになります。たと

えば2024年と25年1～6月を比べると新宿区が1.7%から14.6%に上昇した一方、港区は9.7％から4.3％に、中央区は

2.2%から0%に低下しました。一方、2025年1～6月の東京23区の動向について、海外に住所がある購入者を国・地域

別にみると、台湾からの取得が192件で最多で、次いで中国30件、シンガポール21件でした。こうした動きに関して、

国土交通省では、海外居住者による取得は不動産市場全体からみると限定的で、23区を中心とした新築マンション価格

の高騰の主因にはなっていないとみているようです。なお、2026年には国籍別取得状況について公表する予定です。

  ちなみに、当該統計には日本国内に在住している外国人による新築マンション取得は含まれていません。民間企業の

調査によると、物件によっては3割程度が外国籍の個人・法人による取得といったケースもあるようです。外国人によ

る新築マンション取得に関しては、不動産大手などで作る不動産協会も、投機目的でのマンションの短期転売を防ぐた

め、引き渡し前の転売を禁止する新たな指針を作っています。こうしたなかで、政府は関連法令を改正し、登記に国籍

の記入を義務付ける検討を進めています。この点に関しては、本来、居住目的であるマンションが民泊など別の目的で

利用されたり、転売の繰り返しによってマンション価格が高騰し、日本人による住宅取得を阻害しているといった問題

が起こっているために、マンション取得に関して一定の歯止めを掛けたいという思惑があるようです。

公益社団法人 全日本不動産協会
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（図表14）海外に住所がある購入者による新築マンション取得の状況

【主な東京都23区内の状況】 【三大都市圏及び主要都府県の状況】

2025年1～6月  前年比 2024年 2018～2023 2025年1～6月  前年比 2024年 2018～2023

（A） （A-B） （B） 年の最大値 （A） （A-B） （B） 年の最大値

 東京23区 3.5% 1.9% 1.6% 2.0%  東京圏 1.9% 0.9% 1.0% 1.2%

 都心6区 7.5% 4.3% 3.2% 5.3%  東京都 3.0% 1.5% 1.5% 1.8%

 千代田区 7.7% 1.5% 6.2% 11.4%  神奈川県 1.0% 0.7% 0.3% 0.4%

 中央区 0.0% -2.2% 2.2% 4.5%  埼玉県 0.2% 0.0% 0.2% 0.3%

 港区 4.3% -5.4% 9.7% 8.5%  千葉県 0.5% 0.1% 0.4% 0.4%

 新宿区 14.6% 12.9% 1.7% 3.8%  茨城県 1.4% 1.4% 0.0% 1.3%

 文京区 5.0% 3.1% 1.9% 5.1%  名古屋圏 0.4% -0.2% 0.6% 0.5%

 渋谷区 8.1% -0.5% 8.6% 10.8%  愛知県 0.4% -0.2% 0.6% 0.4%

 台東区 5.1% 3.2% 1.9% 1.6%  三重県 1.1% 0.6% 0.5% 2.0%

 墨田区 0.0% -0.4% 0.4% 1.7%  大阪圏 2.1% -1.0% 3.1% 2.1%

 江東区 0.9% 0.5% 0.4% 2.5%  大阪府 2.6% -1.3% 3.9% 2.7%

 足立区 0.3% 0.2% 0.1% 0.8%  兵庫県 0.6% 0.3% 0.3% 0.6%

 葛飾区 0.0% 0.0% 0.0% 0.5%  京都府 2.3% -0.8% 3.1% 1.3%

 江戸川区 1.3% 1.2% 0.1% 0.2%  奈良県 0.0% -0.2% 0.2% 0.7%

（出所）国土交通省ホームページ情報を基に筆者作成。



Ⅱ-3.暮らしの流れ ～ 知って得する冠の日 ～     
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 1月  1日（祝・木）：初日の出 ⇨ 年神様（としがみさま）と一緒に現れるとされ、拝むと縁起が良いとされています。

 1月  6日（火）：東京消防出初式（でぞめしき） ⇨ 「出初式」では一斉放水・避難救助などの消防演習、梯子乗り・木遣

り歌（きやりうた）など伝統技能の披露、消防団・消防車のパレード、表彰などさまざまな行事が行われます。

 1月11日（日）：鏡開き ⇨ 神仏に感謝し、無病息災などを祈って、神や仏に供えた鏡餅を下げて雑煮などで食します。

 1月15日（木）：小正月（こしょうがつ） ⇨ 1月1日を「大正月」と呼ぶのに対し、1月15日を小正月と呼び、昔の暦では

この日が最初の満月の日であったことから、もう一つの正月として祝われてきました。

 1月20日（火）：海外団体旅行の日 ⇨ 1965年（昭和40年）のこの日、日本航空が海外団体旅行「ジャルパック」を発売

         し、海外団体旅行がブームとなりました。現在では一部の高額パッケージツアー以外は個人旅行が主体となっています。

 1月26日（月）：文化財防火の日 ⇨ 1949年（昭和24年）のこの日、世界最古の木造建築である奈良・法隆寺の金堂で漏

         電による出火？によって火災が発生し、世界的にも有名であった金堂の壁画のほとんどが焼失してしまいました。

 1月29日（木）：人口調査記念日 ⇨ 1872年（明治5年）のこの日、明治政府による日本初の全国戸籍調査が行われました。

         当時の人口は男1,679万人、女1,631万人で合計3,311万人でした。2025年11月では1億2,319万人となっています。

 初詣（はつもうで）：初詣とは、新年を迎えて初めて神社やお寺に参拝し、一年の健康や幸せを祈る日本の伝統的な風習

        です。一般的には、お正月の三が日いずれかに参拝し、無病息災や厄払いを願います。

 旬の食材：1月は冬の真っ只中で、旬の食材が豊富に揃うことになります。野菜では、白菜、ダイコン、ほうれん草、春菊、

         魚介類では、ブリ、タラ、牡蠣、蟹、果物では、みかん、りんご、柚子、イチゴ、キウイなどとなります。寒さが厳し

         い1月は、体を内側から温めてくれる鍋料理（ブリしゃぶ鍋、タラチリ鍋、寄せ鍋、牡蠣と白菜の鍋）が大活躍します。



Ⅲ.ここがポイント（3）       
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資本市場と実体経済 ⇒ 株価は日米ともに高値圏で調整か？

A) 住宅着工戸数減少の背景となっている4号特例見直しによるについては、

徐々に影響が低減しており、10月は7カ月振り増加（図表15コメント）

B) 小売売上高は4カ月連続プラスとポジティブな動き（図表16コメント）

C) 家計収入は21カ月連続増加、配偶者収入増減が影響（図表17コメント）

D) 株価は日米ともに高値圏で推移。但し、日米金利差に起因する為替動向、

中国政治・経済の動向などには注視が必要か（図表20コメント）

公益社団法人 全日本不動産協会



Ⅲ-1.ニッチな視点：地域別にみた経済動向、株式市場の動き
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 2026年の日本経済・社会の注目点としては、出生数、外国人、労働者に注目が集まると見られています。高市政

権では、少子化対策、外国人政策の基本的な考え方が取りまとめられる予定となっています。外国人政策について

は、不法滞在者に関するルールを厳格化するほか、土地取得の規制も強めるとしています。また、外国人による在

留手続き及び永住許可申請に関わる手数料、オーバーツーリズム対策としての出国税をそれぞれ引き上げることを

予定しており、こうした財源を基に警備などの外国人政策を強化していくとしています。

 こうした政策に対して、一部の有識者からは「外国人を排除する政策ではないか」との批判が見られますが、欧米

諸国などでは外国人による在留或いは旅行者に対して一定の負担を求めていることから、受益者負担の原則に則っ

て欧米水準に近づけるというのが実態のようです。そもそも、わが国では今日のような在留外国人の増加、訪日外

国人の増加といった事態を想定していなかったために、受け入れ体制が不十分でした。このため、多文化共生社会

実現のために受益者負担を提唱しているのではないでしょうか。

 建設・住宅関連統計（建築着工はマイナス幅縮小、住宅着工は7カ月振りにプラス転換）（図表15）

➢ 建設着工は、データセンターなどの民間設備投資拡大を背景に直近ではマイナス幅が縮小している

➢ 住宅着工は、「4号特例廃止」による影響一巡で7月振りにプラス転換するなど環境が好転しつつある

➢ 但し、地域別には強弱感が出ており、大都市圏のプラス傾向に対して地方圏ではマイナス傾向となっている

 日本及び米国の株式市場動向（日米ともに高値圏の展開が続いているが、今後はどうなるか？）（図表18～21）

➢ 日経平均は、為替及び金利動向を意識しつつも、高値圏での堅調な展開が続くと見られているが…？

➢ 米国株は、個人消費が堅調に推移しているものの、利下げ局面一巡との見方から調整局面入りとの観測も？

公益社団法人 全日本不動産協会
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Ⅲ-2.地域別経済統計①：建築着工床面積、新設住宅着工戸数

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表15）主な地域別経済統計の推移 ～ ①生産活動 ～

 都県名 2022年度 2023年度 2024年度 22年12月 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年8月 25年9月 25年10月

 １．建築着工床面積（前年比、％）

　  宮城県 -8.0 -8.3 7.6 -15.8 16.2 -40.1 -40.2 44.6 -24.5 -6.6 -65.0 -7.5 

 茨城県 -21.4 -11.2 -12.5 -62.3 5.4 50.1 -11.7 -51.7 0.9 -15.2 53.7 -43.8 

 埼玉県 0.9 -13.0 2.9 -11.1 0.2 -17.0 -28.8 39.8 -8.8 -23.7 -17.4 27.8

 千葉県 -9.2 -8.0 0.5 6.5 -34.8 -23.9 42.1 -10.9 -32.8 -32.2 -38.6 -38.1 

 東京都 -7.0 -0.0 -6.9 -24.9 1.5 70.4 -11.4 -47.7 -6.0 -13.8 32.4 -18.6 

 神奈川県 1.9 -8.9 -2.9 -5.2 -42.6 1.2 14.8 -5.8 -6.0 -23.3 -7.8 -3.1 

 全国 -3.1 -8.8 -3.6 -15.8 -16.9 -2.9 -4.0 -7.8 -16.0 -11.4 -4.2 -3.5 

 ２．新設住宅着工戸数（前年比、％）

　  宮城県 4.3 -10.8 12.1 -11.8 37.8 -13.5 -16.1 54.8 -28.0 -28.5 -34.5 2.0

 茨城県 -8.9 -11.0 -4.6 12.6 -20.6 -8.5 -6.3 -33.7 -18.6 -3.3 -1.7 -8.7 

 埼玉県 1.7 3.0 -3.8 7.3 11.3 -1.1 -12.0 2.4 -6.2 28.4 6.5 -2.4 

 千葉県 3.4 -8.7 1.6 13.7 -16.0 0.3 12.2 -28.0 -24.1 -31.0 2.1 1.2

 東京都 0.7 -7.8 3.4 -37.0 -5.2 -0.2 -8.0 -12.4 -2.9 -12.9 -13.1 6.6

 神奈川県 2.8 -3.7 2.6 -14.6 -13.4 16.3 21.5 -11.7 -19.3 -9.6 -15.3 16.3

 全国 -0.6 -7.1 2.0 -1.7 -4.8 -4.0 -6.7 -2.5 -15.6 -9.8 -7.3 3.2

（出所）国土交通省データ等により作成。2025年12月18日までに発表のもの。ブルー枠は直近3カ月でポジティブな数値。

（1）10月の建築着工床面積は10カ月連続減少。変動率の大きな状況が継続。増加県は前月同様19都道府県を記録するなど改善傾向。

（2）10月の新設住宅着工戸数は7カ月振りにプラスに転換。持ち家8.2％減、貸家4.2％増、分譲14.8％増と持ち家以外は底入れ。

（3）地域別では、近畿圏、首都圏といった大都市圏でプラス傾向だが、中部圏、北海道、四国、九州などの地域ではマイナスに。
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Ⅲ-3.地域別経済統計②：小売売上高、家計消費支出

公益社団法人 全日本不動産協会

（図表16）地域別経済統計の推移 ～ ②消費活動 ～

 都県名 2022年度 2023年度 2024年度 22年12月 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年8月 25年9月 25年10月

 １．小売売上高（百貨店・スーパー、既存店ベースの前年比、％）

　  宮城県 0.4 3.2 0.7 1.8 2.1 1.4 2.4 1.2 0.2 0.8 -0.7 0.5

 茨城県 0.4 1.5 0.8 2.2 1.5 0.0 2.2 2.0 1.3 0.3 -2.4 -0.8 

 埼玉県 1.0 4.2 2.2 3.3 3.9 2.9 4.6 3.0 2.2 1.9 1.6 3.1

 千葉県 1.7 4.0 1.9 3.1 4.5 2.1 3.9 2.6 3.4 4.1 3.0 3.9

 東京都 9.5 7.7 3.8 5.3 7.9 5.4 10.0 2.9 -4.2 0.1 3.0 4.1

 神奈川県 1.1 2.6 2.0 1.8 2.1 1.1 3.9 2.7 2.5 3.0 3.7 5.0

 全国 3.9 4.5 2.6 3.6 4.1 2.5 6.6 2.9 -0.1 1.8 1.9 3.4

 ２．家計消費支出・市区単位・二人以上世帯（前年比、％）

　  仙台市 1.3 6.2 3.2 -1.1 -4.8 23.6 5.5 -13.9 14.4 14.0 -11.7 -7.6 

 水戸市 8.1 3.3 2.6 4.4 15.2 -16.1 -4.7 18.1 17.4 11.3 20.1 -14.7 

 さいたま市 3.1 5.9 4.0 -6.5 -19.9 6.9 4.8 12.9 2.7 29.2 2.8 -2.0 

 千葉市 -2.2 0.8 9.8 4.6 -21.1 -4.1 15.6 34.1 2.4 7.4 3.0 -7.8 

 東京都区部 -0.4 6.1 2.8 4.7 10.8 3.6 0.4 -2.0 13.3 4.2 0.9 6.7

 横浜市 0.4 1.7 7.8 7.1 -9.1 -7.9 5.9 8.8 -2.8 -0.5 -0.5 4.1

 全国 4.2 1.1 2.1 3.4 -0.5 0.4 1.9 7.0 5.2 5.5 5.3 0.3

（出所）経済産業省、総務省データ等により作成。家計消費支出は暦年ベース。2025年12月18日までに発表のもの。ブルー枠は直近3カ月でポジティブな数値。

（1）10月の小売売上高は全国ベースで4カ月連続プラス。足元で東京都、神奈川県など大都市圏での伸び率が高まっていることが特徴。

（2）10月の消費支出は全国ベースで22カ月連続増となったが、東京都区部、横浜市といった都市部を除くと消費支出が落ち込んでいる。
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Ⅲ-4.地域別経済統計③：有効求人倍率、家計実収入
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（図表17）主な地域別経済統計の推移 ～ ③雇用所得環境 ～

 都県名 2022年度 2023年度 2024年度 22年12月 23年6月 23年12月 24年6月 24年12月 25年6月 25年8月 25年9月 25年10月

 １．有効求人倍率・受理地別・季調値（水準、％）

　  宮城県 1.40 1.34 1.23 1.43 1.37 1.30 1.22 1.22 1.19 1.16 1.13 1.10

 茨城県 1.49 1.37 1.32 1.52 1.40 1.34 1.34 1.31 1.18 1.16 1.14 1.12

 埼玉県 1.05 1.05 1.04 1.08 1.08 1.02 1.00 1.07 1.02 1.00 0.98 0.96

 千葉県 1.00 0.99 0.99 1.01 1.01 0.98 0.98 1.02 0.98 0.98 0.98 0.97

 東京都 1.60 1.78 1.76 1.71 1.78 1.77 1.82 1.76 1.70 1.67 1.72 1.71

 神奈川県 0.90 0.91 0.91 0.93 0.91 0.88 0.93 0.91 0.85 0.82 0.85 0.82

 全国 1.31 1.29 1.25 1.36 1.30 1.27 1.23 1.25 1.22 1.20 1.20 1.18

 ２．家計実収入（勤め先収入）・市区単位・二人以上世帯の世帯合算値、但し暦年ベース（前年比、％）

　  仙台市 9.3 9.9 6.9 8.0 -13.9 25.3 22.7 1.0 -16.0 -19.3 -12.3 -17.8 

 水戸市 -9.2 11.6 8.3 -7.8 51.5 10.4 -2.9 4.0 -21.3 -11.1 2.7 1.4

 さいたま市 11.8 -9.2 2.3 -9.1 -8.4 6.0 1.6 19.1 -23.1 9.5 19.8 14.1

 千葉市 5.1 -0.4 8.8 16.1 -32.6 -9.3 41.3 15.7 -12.4 -2.3 3.5 6.7

 東京都区部 -6.5 4.7 8.7 13.3 -24.8 0.6 53.5 -6.5 2.7 6.1 -0.1 -9.9 

 横浜市 8.7 1.8 -0.9 1.7 30.0 -10.1 -9.3 19.9 -3.5 25.8 12.0 14.5

 全国 2.4 -1.6 4.7 8.0 -2.9 -4.3 7.5 11.4 1.9 4.0 2.8 2.8

（出所）厚生労働省、総務省データ等により作成。家計実収入は暦年ベース。2025年12月18日までに発表のもの。イエロー枠は直近3カ月でネガティブな数値。

（注記1）有効求人倍率は厚生労働省が全国のハローワークの求職者数、求人数を基に算出している。最近では民間ベースの職業斡旋サービスのシェアが上がっていることに留意。

（注記2）家計実収入は勤労者世帯の勤労収入がベースであり、財産収入、預貯金引出、クレジット購入借入金は含まれていない。

（1）有効求人倍率の全国平均は21年12月以来の1.2倍割れ。倍率が高い都県は、東京都1.71倍、福井県1.66倍、石川県1.53倍など。

（2）家計収入は全国ベースで21カ月連続プラス。但し、配偶者収入の増減、当該地域での賃上げの影響により伸び率には格差が顕在。

1.24
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1）建設株は、上昇ピッチを強めているものの、AI設備投資関連との見方が高値圏での推移が予想される？

   2）不動産株は、住宅価格上昇、オフィス賃料引上げにより上昇しているものの、高値警戒感も台頭か？ 
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Ⅲ-5.株価指数の推移①：建設株指数、不動産株指数
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    （出所）取引所データより筆者作成。東証業種別指数、月末値ベース。2025年12月は18日終値。
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1）日経平均は、為替及び金利動向を意識しつつも、高値圏での堅調な展開が続くと見られているが…？

2）米国株は、個人消費が堅調に推移しているものの、利下げ局面一巡との見方から調整局面入りとの観測も？
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Ⅲ-6.株価指数の推移②：日経平均株価、ニューヨークダウ
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    （出所）取引所データより筆者作成。東証業種別指数、月末値ベース。2025年12月は18日終値。
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Ⅲ-7.専門用語の解説コーナー      
 コンビニエンスストア（食料品や日用品を中心に多様な商品を取り扱う小売店）・3ページ、図表1参照

経済産業省の商業統計による業態分類では「飲食料品を扱い、売場面積30平方メートル以上250平方メートル未満、

営業時間が1日で14時間以上のセルフサービス販売店」と定義されています。近年では24時間営業のスーパー、ド

ラッグストアやホームセンターなど、日用品や食料品などジャンルを問わず多種多様な品目をそろえ、長時間営業す

る業態など競合する業態が増加しています。このような傾向から、コンビニエンスストアが担う役割は、ATM機能の

拡充に象徴されるように単なる小売店から社会的インフラへと移行しつつあります。

 居酒屋（酒類とそれに伴う料理を提供する飲食店で、日本式の飲み屋のこと）・5ページ、図表2参照

居酒屋の本格的な発展は江戸時代頃になります。酒の量り売りをしていた酒屋（酒販店）で、その場で酒を飲ませ

るようになり、次第に簡単な肴も提供するようになりました。酒屋で飲む行為を「居続けて飲む」ことから「居酒」

（いざけ）と称し、そのサービスを行う酒屋は売るだけの酒屋と差別化するために「居酒致し候」の貼紙を店頭に出

していました。居酒屋は和風でビールやチューハイ、日本酒などを提供する店が多く、バーやパブに比べると料理の

種類や量も多くなっています。チェーン店を中心に基本的には低価格で気軽に飲食できることを売りにしている店が

多く、そのため男女にかかわらず幅広い層を顧客としています。

 不動産登記（土地や建物ごとの所在・面積・所有者・担保の有無等の権利関係を公示したもの）・24ページ参照

不動産登記を行うと、法務局が管理する公の帳簿に「どこにある、どのような不動産（土地・建物）なのか」「所

有者は誰なのか」「どの金融機関から、いくらお金を借りているのか」といった情報が記録されます。こうした情報

は一般に公開されていて、手数料を支払えば誰でも閲覧ができ、登記内容が記載された登記簿謄本（登記事項証明

書）の交付を受けることもできます。
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 本資料は、情報提供を目的として作成されたものであり、特定の商品についての投資の募集・勧誘・営業等を
目的としたものではありません。

 本資料の内容には、将来の予測に関する記述が含まれていますが、かかる記述は将来の業績、財務内容、経
営結果等を保証するものではありません。

 本資料において提供している情報については、その正確性及び完全性を保証するものではなく、本資料に記載
される情報を更新する責任を負うものではありません。また、予告なしにその内容が変更又は廃止される場合
があります。

 本資料の中の意見は、執筆者個人のものであり、所属する組織とは関係がありません。

 事前の承諾なく、本資料の内容の全部若しくは一部を引用、複製又は転用することを禁止します。
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